
 松戸市駐車場事業経営計画（案）【概要版】  令和〇年〇月 

１ 経営計画について  

各公営企業は、将来にわたって安定的に事業を継続していくために、中長期的な経営の基本計画を令和 2年度まで

に策定するよう総務省から要請されている。 

＜主な内容＞ 

・事業概要（現在の経営状況等） ・将来の事業環境 （駐車場需要等の見通し） ・経営の基本方針 

・投資財政計画（収支計画）   ・公営企業として実施する必要性    ・事後検証・改定等に関する事項  など 

 
２ 本計画の概要  

事業名 駐車場事業 計画期間 令和 3年度から令和 12 年度まで 

対象施設名 松戸駅西口地下駐車場 

 
３ 施設の概要  

駐車場名 松戸駅西口地下駐車場 事業開始年月日 昭和 60 年 12 月 12 日 

構造 地下式 収容台数 四輪 134 台 

二輪 13 台 

供用時間 0 時から 24 時まで  ※入出庫取扱時間は、8時から 23 時まで 

 
４ 料金体系  

四輪 普通（8時から 23 時まで） 30 分までごとに 150 円  ※1 日あたり上限 2,000 円 

夜間（22 時 30 分から翌日 8時 30 分まで） 1 回につき 1,000 円 

二輪 1 日 1 回につき 500 円 

 
５ 現在の経営状況、駐車場需要・料金収入・施設の現状  

 建設に伴う貸付金及び起債の償還が、平成 17 年度をもって終了している。 

 起債償還以降は、一般会計からの繰入に依存せず、独立採算性の原則に基づいた事業運営を行っている。 

 利用台数及び料金収入は、平成 22 年度の料金改定（現行料金）を契機として、増加傾向にある。 

 平成 28 年度に行った改修診断調査により、躯体等の構造上の問題はないものの、設備機器の多くが更新時期を迎

えていることが確認され、計画的に更新・修繕等を実施している。 

 
６ 将来の事業環境 図表 1・2・3参照  

＜駐車場需要の見通し＞ 

 「松戸駅周辺の都市基盤整備及び新駅ビルの建設」や「新型コロナウイルス感染拡大」は、駐車場需要に大きな

影響を与えないと予測 

 年間の駐車場需要（四輪自動車）は、直近 3か年実績の平均である約 211,000 台と推計 

＜料金収入の見通し＞ 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける年間の料金収入は、令和 2年度を最低として徐々に回復し、令和 6

年度には感染拡大前の水準（直近 3か年実績の平均）である約 99,000 千円に戻ると推計 

＜施設の見通し＞ 

 老朽化した設備機器等について、引き続き更新・修繕等を実施 

 令和 8年度には再度の改修診断調査を行い、令和 10 年度以降に必要な更新・修繕等を実施する予定 
 

７ 経営の基本方針  

 安心安全な施設の維持 

利用者が安心して利用できるよう、安全な施設を維持する。 

 道路交通の円滑化 

松戸駅周辺の駐車場需要に対応し、都市交通環境の改善と道路交通の円滑化に寄与する。 

 経営の効率化 

経営の効率化を図ることで、独立採算性を維持しながら収益を上げ、一般会計に繰り出しを行う。 
 

８ 投資・財政計画（収支計画） 図表 4参照  

 投資についての説明 

＜目標＞ 

①「収益的収支比率」100％以上を維持   

②「他会計補助金比率」0％を維持 

＜今後の方向性＞ 

 供用開始から 30 年以上が経過し、設備機器の老朽化が認められるため、定期的な設備機器の点検や改修診断

調査等を実施し、必要な更新・修繕等を行うことで長寿命化を図る。 

 財源についての説明 

＜目標＞ 

①「稼働率」400％以上を維持       

②「他会計補助金比率」0％を維持 

＜今後の方向性＞ 

 独立採算性を維持した事業運営を行い、一般会計に繰り出しを行うため、財源の確保に努める。 

 投資財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 民間活用の取組として、指定管理者制度導入については、今後の経営状況の推移や松戸駅周辺を取り巻く環境

の変化に応じて検討を行う。 

 料金については、直近の改定から 10 年が経過しているため、周辺の民間駐車場の動向を注視し、改定の検討

を行う。 

 利用者増加に向けた取組として、利用者の利便性が向上するような設備等の導入に関する検討及び駐車場利用

のピーク時間以外の利用を促進するための検討を行う。 

 

９ 公営企業として実施する必要性など  

 松戸駅周辺の駐車場需要に対応するために安定的な駐車場供給を確保する必要がある。 

 地上部分のペデストリアンデッキ及び駅前広場は公共施設であり、その地下に位置する当駐車場と一体的な運

用をすることで、来訪者の利便性の向上を図ることが可能である。 
 

１０ 経営計画の事後検証、改定等に関する事項  

 定期的な設備機器の点検や改修診断調査を行い、構造物や設備機器の状態を把握し、必要に応じて経営計画の

見直しを実施する。 

 指定管理者制度導入等を行う場合には、経営計画の見直しを実施する。 
 



    
  

  

図表 1 四輪自動車利用台数推移 図表 2 料金収入推移 

図表 3 更新修繕費用推移 



    

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

3,597

3,597

3,597

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度

年　　　　　　度

区 分

1 (A) 111,471 87,597 87,000 91,000 95,000 99,000 99,000 99,572 99,000 99,000 99,000 99,000
（１） (B) 105,850 84,000 87,000 91,000 95,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000

ア 105,850 84,000 87,000 91,000 95,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000
イ (C)

ウ

（２） 5,621 3,597 572
ア 3,597
イ 5,621 572

２ (D) 94,508 52,092 69,257 73,120 75,083 85,200 98,688 99,079 80,296 84,112 83,078 78,970
（１） 94,508 52,092 69,257 73,120 75,083 85,200 98,688 99,079 80,296 84,112 83,078 78,970

ア

イ 94,508 52,092 69,257 73,120 75,083 85,200 98,688 99,079 80,296 84,112 83,078 78,970
（２）

ア

イ

３ (E) 16,963 35,505 17,743 17,880 19,917 13,800 312 493 18,704 14,888 15,922 20,030
1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 18,000 20,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
（１）

（２） (H)

（３）

（４） 18,000 20,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
（５）

３ (I) △ 18,000 △ 20,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000
(J) △ 1,037 15,505 △ 257 △ 120 1,917 △ 4,200 △ 17,688 △ 17,507 704 △ 3,112 △ 2,078 2,030
(K)

(L) 85,777 84,740 100,245 99,988 99,868 101,785 97,585 79,897 62,390 63,094 59,982 57,904
(M)

(N) 84,740 100,245 99,988 99,868 101,785 97,585 79,897 62,390 63,094 59,982 57,904 59,934
(O)

(P) 84,740 100,245 99,988 99,868 101,785 97,585 79,897 62,390 63,094 59,982 57,904 59,934
(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 105,850 84,000 87,000 91,000 95,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

令和12年度
令和元年度

（決算）
令和2年度
（決算見込）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

そ の 他

営 業 外 収 益

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

前年度 から の繰 越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 118 168

赤 字 比 率 （ ×100 ）

123 118 119 125

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

126 124 127 116 100 100

健全化法施行令第16 条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６ 条に 規定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17 条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に より 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

 

 

 

  

図表 4 投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円）

（単位：千円，％）

〇他会計繰入金 
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